
障害者の在宅就業支援制度の具体的内容、固まる   
～新たに創設された制度を活用して、障害者の就業機会の拡大を目指す～  

（改正障害者雇用促進法に係る政省令案要綱の諮問及び答申）  

厚生労働省は、本日、労働政策審議会（会長菅野和夫明治大学法科大学院教  

授）に、「障害者の雇用の促進等に関する法律施行令の一部を改正する政令案要綱」  

等を別添1のとおり諮問し、同審議会障害者雇用分科会（分科会長今野浩一郎  

学習院大学教授）において審議が行われた結果、同審議会から厚生労働大臣に対  

し、別添2のとおり答申が行われた。   

これを踏まえ、同政令案は近日中に閣議決定され、関係省令・告示とともに年  

内に公布される予定である。  

今般の障害者雇用促進法の改正の大きな柱の一つである「在宅就業支援制度」（別  

添3参照）は、在宅就業障害者（自宅等において就業する障害者）に仕事を発注  

する企業に対して、障害者雇用納付金制度において特例調整金等を支給すること  

により、その発注を奨励し、障害者の就業機会の拡大を目指す制度である。   

同制度は、平成18年4月1日から施行されるが、今般の政省令・告示の整備  

によって制度の具体的内容が固まり、施行準備が概ね整うこととなる。   

今後は、各都道府県労働局等を通じて制度の周知を積極的に進め、企業、在宅  

就業支援団体等に制度の活用を促していく予定である。  
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